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トピックス１．立地環境特性地区別、業態別にみた開設年別事業所数

～ 住宅地区、工業地区に進出するコンビニエンスストア、ドラッグストア ～

（１）開設年別にみた事業所数

開設年別に事業所数をみると、小売業全体では、昭和５０年以降に開設した事業所が６割超

を占めている。

開設年を昭和２９年以前と、昭和３０年以降を１０年ごと（直近については平成１７年から１

９年６月の２年半）に区切ってみると、その他地区では昭和２９年以前が最も多く、商業集積地

区、オフィス街地区、住宅地区、工業地区では平成７年～１６年が最も多くなっている。

商業集積地区の内訳をみると、市街地型、住宅地背景型、その他は昭和２９年以前の開設が最

も多いが、駅周辺型、ロードサイド型は平成７年～１６年が最も多く、特にロードサイド型は近

年急速に開設が進んでおり、平成７年以降が６割を超えている。一方、商業集積地区のその他は

昭和２９年以前の開設が約３割となっていて２９年以前の開設割合が最も高い（第１図）。

第１図 特性地区別、開設年代別にみた事業所数割合
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平成１５年以降の開設状況をみると、17万の開設事業所のうち、４割が商業集積地区、３割
が住宅地区に立地しているという傾向に変わりはない。商業集積地区内訳をみると、駅周辺型

（商業集積地区に占める割合 39.8％）が４割近くを占め、次いで市街地型（同 22.7％）、住宅
地背景型（同 18.9％）の順となっている(第１表、第２図)。

第２図 平成１５年以降の特性地区別開設事業所数
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平成15年以降 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年

170,412 35,681 34,706 38,759 43,897 17,369
73,655 14,477 14,532 16,546 19,539 8,561

駅 周 辺 型 29,313 5,647 5,721 6,684 7,659 3,602
市 街 地 型 16,685 3,317 3,306 3,808 4,275 1,979
住宅地背景型 13,950 2,945 2,842 3,222 3,627 1,314
ロードサイド型 11,891 2,278 2,361 2,329 3,510 1,413
そ の 他 1,816 290 302 503 468 253

14,777 3,188 3,121 3,459 3,650 1,359
47,601 10,556 10,006 10,777 11,870 4,392
11,745 2,480 2,396 2,737 3,105 1,027
22,634 4,980 4,651 5,240 5,733 2,030

工 業 地 区

そ の 他 地 区

平成15年以降の特性地区別開設事業所数
特性地区別

小 売 業 計

商 業 集 積 地 区

オ フ ィ ス 街 地 区

住 宅 地 区

小売業計
昭和29年
以前

昭和30
～39年

昭和40
～49年

昭和50
～59年

昭和60
～平成6年

平成7
～16年

平成17
～19年

1,137,859 187,209 113,608 140,370 144,807 161,012 290,828 100,025
427,463 83,897 42,825 43,485 45,936 54,302 112,372 44,646

駅 周 辺 型 150,855 23,410 14,102 14,932 16,957 20,075 43,434 17,945
市 街 地 型 100,965 25,986 10,316 9,272 9,944 11,764 23,621 10,062
住宅地背景
型

122,016 28,650 15,175 15,653 14,535 15,006 24,834 8,163
ロードサイド型 40,001 2,132 1,467 2,193 3,278 5,998 17,681 7,252
そ の 他 13,626 3,719 1,765 1,435 1,222 1,459 2,802 1,224

90,536 16,831 9,497 9,818 9,973 12,204 23,745 8,468
339,839 35,614 30,609 49,395 52,392 54,688 90,102 27,039

65,438 5,476 5,532 8,606 8,902 10,475 19,578 6,869
214,583 45,391 25,145 29,066 27,604 29,343 45,031 13,003

特性地区別開設事業所数

特性地区別

そ の 他 地 区

小 売 業 計

商業集積地区

オフィス街地区

住 宅 地 区

工 業 地 区

第１表 特性地区別開設事業所数及び構成比

（注）平成１９年は、調査を実施した６月１日現在のデータである。
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～16年

平成17

～19年

商業集積

地 区

オフィス街

地 区
住宅地区 工業地区 その他地区

＜特性地区別＞

＜商業集積地区の内訳＞

計
昭和29
年以前

昭和30
～39年

昭和40
～49年

昭和50
～59年

昭和60
～平成6
年

平成7
～16年

平成17
～19年

百貨店計 271 63 22 43 35 38 60 10
商業集積地区 243 62 20 38 33 34 47 9
駅 周 辺 型 129 21 12 23 19 20 31 3
市 街 地 型 96 40 7 13 13 11 8 4
住宅地背景
型

9 - - 2 1 1 3 2
ロードサイド型 8 - 1 - - 2 5 -
そ の 他 1 1 - - - - - -
オフィス街地区 15 1 2 5 - 2 5 -
住宅地区 9 - - - 2 1 5 1
工業地区 1 - - - - - 1 -
その他地区 3 - - - - 1 2 -

平成１９年 事業所数
特性地区別
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工業地区
その他地区
駅周辺型
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その他

（事業所数）

百貨店

商業集積地

（２）業態別、開設年別にみた事業所数

開設年別事業所数を主な業態についてみると、百貨店、総合スーパー、専門店、中心店は、商業

集積地区での立地割合が引き続き高く、専門スーパー、コンビニエンスストア、ドラッグストアは

住宅地区での立地が高くなっている。専門スーパー、専門店、中心店については、昭和４０年から

５０年代にかけ商業集積地区の割合が縮小したが近年はまた拡大している。

①百貨店

百貨店は、事業所の約９割が商業集積

地区の立地と圧倒的に多く、平成１７年

～１９年の開設事業所数でも、開設数は

減少しているものの、その９割が商業集

積地区となっている。

商業集積地区の内訳では、開設数は少

ないものの市街地型が４割を占め、駅周

辺型を上回った。また、住宅地背景型が

２割となっている。

第２表 百貨店の特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年） 

第４図 特性地区別、開設年別事業所数の構成比

（百貨店）

第３図 百貨店の特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年） 
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地 区
計
昭和29
年以前

昭和30
～39年

昭和40
～49年

昭和50
～59年

昭和60
～平成6

平成7
～16年

平成17
～19年

1,585 7 15 145 341 292 666 119
1,136 6 13 129 274 230 408 76

駅 周 辺 型 355 4 5 71 121 64 76 14
市 街 地 型 205 1 3 37 53 49 50 12
住宅地背景
型

199 1 2 16 55 39 73 13
ロードサイド型 354 - 2 4 43 76 197 32
そ の 他 23 - 1 1 2 2 12 5

68 1 2 8 18 10 24 5
194 - - 6 31 25 119 13

96 - - - 14 14 62 6
91 - - 2 4 13 53 19

平成１９年 事業所数
特性地区別

そ の 他 地 区
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②総合スーパー

総合スーパーは、事業所数の７割が商業

集積地区に立地しているものの、その割合

は年代を追うごとに縮小傾向となってい

る。平成１６年までは住宅地区、工業地区

が拡大し、平成１７年～１９年では住宅地

区、工業地区が減少となり、その他地区な

どで開設割合が拡大している。

商業集積地区の内訳では、駅周辺型に次

いでロードサイド型に立地している事業

所が多く、なかでも平成１７年～１９年に

開設した事業所数の４割以上がロードサ

イド型に立地している。

第３表 総合スーパーの特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年） 

第６図 特性地区別、開設年別事業所数の構成比

（総合スーパー）

第５図 総合スーパーの特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年） 
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昭和29
年以前

昭和30
～39年

昭和40
～49年

昭和50
～59年

昭和60
～平成6

平成7
～16年

平成17
～19年

35,512 579 658 1,758 3,863 6,737 16,954 4,963
11,416 320 344 810 1,379 1,888 5,018 1,657

駅 周 辺 型 3,047 90 113 315 417 386 1,242 484
市 街 地 型 1,775 101 89 153 174 273 729 256
住宅地背景
型

3,433 99 121 287 562 653 1,330 381
ロードサイド型 2,878 16 11 37 192 521 1,603 498
そ の 他 283 14 10 18 34 55 114 38

2,010 32 52 138 241 354 936 257
13,319 100 158 579 1,526 2,817 6,435 1,704
3,549 17 32 55 275 564 1,968 638
5,218 110 72 176 442 1,114 2,597 707
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③専門スーパー

専門スーパーは、住宅地区、商業集積

地区での立地が多く、この２地区で事業

所数の７割を占めている。住宅地区での

開設割合は近年縮小傾向にあり、替わっ

て商業集積地区、工業地区での開設割合

が高くなっている。

商業集積地区の内訳では、住宅地背景

型、駅周辺型に立地する事業所が多い。

開設年別にみると、住宅地背景型の開設

割合が縮小する一方、駅周辺型、市街地

型の開設割合が年々高まっている。

第４表 専門スーパーの特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年） 

第８図 特性地区別、開設年別事業所数の構成比

（専門スーパー）

第７図 専門スーパーの特性地区別、 
開設年別事業所数（平成１９年） 
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市 街 地 型 1,732 122 36 32 77 250 958 257
住宅地背景
型

3,131 255 136 93 217 562 1,413 455
ロードサイド型 830 19 13 13 43 140 451 151
そ の 他 234 22 6 3 21 42 103 37

4,475 182 101 81 207 776 2,332 796
15,906 458 362 591 970 2,712 7,967 2,846
3,685 111 49 67 176 579 1,936 767
9,280 456 142 192 243 1,308 5,118 1,821

平成１９年 事業所数

コンビニエンスストア

特性地区別

そ の 他 地 区

商業集積地区

オフィス街地区

住 宅 地 区

工 業 地 区

＜特性地区別＞

＜商業集積地区の内訳＞

④コンビニエンスストア

コンビニエンスストアは、住宅地区に立

地する事業所が４割近くを占め最も多く、

次いで商業集積地区、その他地区の順とな

っている。開設年別にみると、昭和５０年

以降は商業集積地区の開設割合が縮小し、

その他地区に開設する割合が拡大してい

る。 
商業集積地区の内訳をみると、駅周辺型

と住宅地背景型に立地する事業所が多く、

この２地区で商業集積地区の７割の事業

所を占めている。ロードサイド型の開設割

合は低いものの、その割合は徐々に拡大し

てきている。

なお、コンビニエンスストアは近年確立

された新たな業態であるものの、昭和４０

年以前においても開設がみられるが、これ

は酒や米などを扱っていた従来の小売店

が消費者ニーズの変化に伴い、コンビニエ

ンスストアへ業態替えをしたものと考え

られる。

第９図 コンビニエンスストアの特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年） 

第１０図 特性地区別、開設年別事業所数の構成比

（コンビニエンスストア）

第５表 コンビニエンスストアの特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年） 
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＜特性地区別＞

＜商業集積地区の内訳＞

⑤ドラッグストア

ドラッグストアは、商業集積地区に立地

する事業所が最も多く、次いで住宅地区の

順となっており、この２地区で４分の３を

占めている。開設年別にみると、年代を追

うごとに商業集積地区での開設割合が縮

小する一方、その他地区、工業地区、オフ

ィス街地区での開設割合が高まっている。

商業集積地区の内訳をみると、駅周辺型

が４割、住宅地背景型が３割近くを占めて

いる。開設年別にみると、駅周辺型、市街

地型の開設割合が縮小、住宅地背景型、ロ

ードサイド型の開設割合が拡大してきて

いる。

なお、ドラッグストアは近年確立された

新たな業態であるものの、昭和４０年以前

においても開設がみられるが、これは従来

からの薬店、化粧品店などが消費者ニーズ

の変化に伴い、ドラッグストアへ業態替え

をしたものと考えられる。

第６表 ドラッグストアの特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年） 

第１２図 特性地区別、開設年別事業所数の構成比

（ドラッグストア）

第１１図 ドラッグストアの特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年）
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＜特性地区別＞

＜商業集積地区の内訳＞

⑥専門店

専門店は、商業集積地区が４割を占め最

も多く、次いで住宅地区が３割を占めてい

る。昭和２９年以前に開設した事業所では、

商業集積地区での立地が５割を占めてい

るものの、昭和３０年から４０年代では縮

小、替わって住宅地区での開設割合が拡大

している。しかし、昭和６０年以降、再び

商業集積での開設割合が高まっている。

商業集積地区の内訳をみると、駅周辺型

に立地する事業所が４割近くを占め最も

多く、次いで住宅地背景型、市街地型の順

となっている。開設年別にみると、住宅地

背景型の開設割合が縮小する一方、駅周辺

型、ロードサイド型の開設割合は拡大して

いる。

第１４図 特性地区別、開設年別事業所数の構成比

（専門店）

第１３図 専門店の特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年） 

第７表 専門店の特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年） 
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＜特性地区別＞

＜商業集積地区の内訳＞

⑦中心店

中心店は、商業集積地区に立地する事業

所が３割を占め最も多く、次いで住宅地区、

その他地区の順となっている。昭和２９年

以前に開設した中心店では、商業集積地区

での立地が約４割近くを占めているもの

の、昭和３０年から４０年では縮小、替わ

って住宅地区での開設割合が拡大してい

る。しかし、専門店と同様に、昭和５０年

以降、再び商業集積地区での開設割合が高

まっている。

商業集積地区の内訳をみると、駅周辺型、

住宅地背景型に立地する事業所が多く、そ

れぞれ約３割を占めている。開設年別にみ

ると、住宅地背景型が縮小する一方、駅周

辺型の開設割合が年代を追うごとに高ま

っており、平成１７～１９年には開設した

事業所数の約４割を占めている。また、ロ

ードサイド型の開設割合は低いものの、そ

の割合は徐々に拡大してきている。

第１６図 特性地区別、開設年別事業所数の構成比

（中心店）

第１５図 中心店の特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年） 

第８表 中心店の特性地区別、

開設年別事業所数（平成１９年） 


